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第 1 章 耐震改修促進計画の趣旨 
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1. 計画策定の目的 

平成 7 年 1月 17 日に発生した阪神・淡路大震災では、建築物の倒壊や火災等により多くの

人命や財産が奪われた。また、近年は平成 16 年の新潟県中越地震、平成 17 年の福岡県西方

沖地震をはじめ、全国的に大地震が頻発する状況となっている。 

こうした中、平成 18 年 1月の『建築物の耐震改修の促進に関する法律（以下「耐震改修促

進法」という。）』の改正を受け、地震による建築物倒壊などの被害から町民の生命、身体及び

財産を保護するために、既存建築物の耐震診断や耐震改修を総合的かつ計画的に促進するこ

とを目的として「築上町耐震改修促進計画」を策定した。 

その後の東日本大震災の発生や平成 31 年 1月の耐震改修促進法の改正など、建築物の耐震

化を取り巻く社会動向を踏まえ、さらに建築物の耐震化を促進するため本計画を改定する。 

 

2. 耐震化を取り巻く社会動向 

1） 建築物の耐震に関する施策の変遷 

建築基準法制定以降の我が国における主な地震と建築物の耐震に関する施策の変遷を時系

列で整理すると以下のとおりとなる。 

昭和 43 年の十勝沖地震及び昭和 53 年の宮城県沖地震の発生を契機として、昭和 56 年 6

月に新耐震基準が施行、同様に平成 7年に発生した阪神・淡路大震災を契機として、同年 12

月に耐震改修促進法が施行されている。 

また、福岡県西方沖地震などの大震災の頻発等を背景として、平成 18年 1月に耐震改修促

進法が改正され、計画的な耐震化の推進に向けて、国は基本方針を、都道府県は耐震改修促

進計画を策定することとなり、国の基本方針においては、地震による被害の軽減を目指すた

めに、具体的な耐震化の目標が定められた。 

さらに、平成 23 年に発生した東日本大震災を契機として平成 25 年 11 月及び平成 31 年 1

月に耐震改修促進法が改正され、現在に至っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新潟地震 S39 

十勝沖地震  S43 

 

宮城県沖地震  S53 

 

 

H7.1 

阪神・淡路大震災 

 

H16.10 

新潟県中越地震 

H17.3.20 

福岡県西方沖地震 

 

 

 

H23.3.11 

東日本大震災 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H26.11.22 

長野県北部地震 

 

H28.4.14・16 

熊本地震 

S25   《建築基準法制定》 

 

S46    ・RC 造の基準見直し・強化 

 

S56.6   《新耐震基準施行》 

 

 

H7.12  《耐震改修促進法施行》 

 

 

 

 

 

H18.1.26 《改正耐震改修促進法の施行》 

 

H19.3   《福岡県耐震改修促進計画作成》 

 

H23.9.28  ・中央防災会議「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関

する専門調査会」報告 

 

H24.8.10  ・社会資本整備審議会「今後の建築制度のあり方について」諮問 

H25.2   ・社会資本整備審議会「今後の建築制度のあり方について」（第一次答申） 

       ～住宅・建築物の耐震化促進方針のあり方について～ 

      ・支援等の充実による耐震化に要する費用負担の軽減 

      ・耐震性の必要性を認識させるための耐震診断の徹底等 

 

H25.3   《築上町耐震改修促進計画策定》 

 

H25.11.25 《改正耐震改修促進法の施行》 

      ・建築物の耐震化促進のための規制強化 

      ・建築物の耐震化の円滑な促進のための措置 

H25.12.11 ・国土強靭化基本法施行 

H26.6.3  ・国土強靭化基本計画閣議決定 

 

H27.6.16  ・国土強靭化アクションプラン 2015 決定 

       重要業績指標（KPI） 

      〔国交省〕住宅・建築物の耐震化率 

       住宅  79%（H20）→82%（H25）→95%（R2） 

       建築物 80%（H20）→85%（H25）→95%（R2） 

 

 

H31.1   《改正耐震改修促進法の施行（政令改正）》 

ブロック塀等の耐震診断義務付け対象化 

（要安全確認計画記載建築物への追加） 

主な地震 施策の変遷 
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2） 耐震改修促進法改正の概要 

南海トラフの巨大地震などが最大クラスの規模で発生した場合の被害想定で、東日本大震

災を超える甚大な被害が想定され、また、その発生の切迫性が指摘されることなどから、耐

震化改修促進法が改正され、平成 25年 11 月より施行されている。 

改正の概要は下記に示されるとおりであり、「建築物の耐震化の促進のための規制強化」「建

築物の耐震化の円滑な促進のための措置」がポイントとしてあげられる。 

   また、平成 31 年 1月に「ブロック塀等の耐震診断義務付け対象化」により、耐震改修促進

法が改正された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

耐震改修促進法の制定（平成7年10月） 

新潟県中越地震や福岡県西方沖地震など大地震の頻発 

どこで地震が発生してもおかしくない状況 

東海地震、東南海・南海地震、首都直下地震等の発生の切迫性 

いつ地震が発生してもおかしくない状況 

中央防災会議「地震防災戦略」 
東海・東南海・南海地震の 

死者数等を 10 年後に半減 

地震防災推進会議の提言 
住宅及び特定建築物の耐震化率の目標 

約 75％ → 9 割 

耐震改修促進法の改正（平成18年 1月） 

計画的な耐震化の推進 建築物に対する指導等の強化 支援措置の拡充 

南海トラフの巨大地震や首都直下地震が最大規模で発生した場合、東日本大震災を超える甚大な人的・物的被害の発

生がほぼ確実視 

※南海トラフ被害想定（H24.8 内閣府） 物的被害約 94～240万棟、死者約 3～32 万人 

社会資本整備審議会（第一次答申）～住宅・建築物の耐震改促進方策のあり方～ 

   ○支援策の充実     ○耐震診断の徹底 等 

耐震改修促進法の改正（平成25年 1月） 

改
正
の
ポ
イ
ン
ト 

 

○耐震診断の義務化・診断結果の公表 
 ・要緊急安全確認大規模建築物（大規模特定建築物） 

 ・要安全確認計画記載建築物（通行障害建築物、防災拠点建築物） 

○すべての建築物の耐震化促進 

 ・耐震診断、必要に応じた耐震改修の努力義務 

建築物耐震化促進のための規制強化 

 

○耐震改修計画の認定基準の緩和、容積率・建ぺい率の特例 

○区分所有建築物の耐震改修の必要性にかかる認定 

○耐震性にかかる表示制度の創設 

建築物耐震化の円滑な促進のための措置 

耐震改修促進法の改正（政令改正）（平成31年 1月） 

改正のポイント 

 

○通行障害建築物に「建物に付属する一定の高さ・長さを有するブロック塀等」が追加 

ブロック塀等の耐震診断義務付け対象化（要安全確認計画建築物への追加） 



5 

3. 計画の位置づけ 

1） 位置づけと役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2） 計画の期間 

 

 

 

 

3） 計画の構成 

 

 

 

 

 

 

本計画は、耐震改修促進法に定められた基本方針（建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方

針【法第 4 条】）を踏まえ作成するもので、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るため、耐震化の目標や施策、

建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及などの事項を定め、築上町内の耐震診断・改修の促

進に関する施策の方向性を許す計画として位置付ける。 

計画の推進にあたっては、「築上町総合計画」や「築上町地域防災計画」等に定められている防災関連施策との整合

を図るものとする。 

計画の位置づけと役割 

国土強靭化基本法 地方自治法 建築物の耐震改修の 

促進に関する法律 
住生活基本法 災害対策基本法 

国土強靭化 

基本計画 

福岡県 

地域強靭化計画 

国の基本方針 
〔建築物の耐震診断及び 

耐震改修の促進を図る 

ための基本的な方針〕 

福岡県建築物耐震改修促進計画 

防災基本計画 

（中央防災会議） 

福岡県 

地域防災計画 

福岡県 

住生活基本計画 

住生活基本計画 

（全国計画） 

福岡県 

総合計画 

築上町耐震改修促進計画 

◆建築物の耐震化の目標 

◆耐震化の促進施策 

◆啓発・知識の普及に関する施策 

建築物の耐震診断・耐震改修の促進 

築上町 

地域防災計画 

築上町 

総合計画 

計画の期間 

◆計画の期間は令和 12 年度までの 10 年間とする。 

◆必要に応じて計画の見直しを行う。 

計画の期間 

 

築上町 

耐震改修促進計画 

1. 耐震改修促進計画の趣旨 

2. 築上町における耐震化の課題 

3. 耐震改修促進計画 

4. 計画の実現に向けて 


